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計算科学による原子炉過酷事故メカニズムの解明と安全性の向上研究

研究代表者 山路 哲史

（先進理工学研究科 共同原子力専攻 講師）

１． 研究課題

原子力発電に対する信頼を取り戻すためには着実に福島原子力発電所の廃炉を進める必要があ

る。このため、福島の事故進展解析および他の研究開発の成果、事故時の圧力・温度等の測定デー

タの分析、現場から得られた情報からの推定を実施し、これらの情報を俯瞰的に統合することで、

炉内状況の総合的に把握に資することが求められている。一方で、同様な事故を繰り返さぬよう、

原子力発電（特に軽水炉発電）の安全性を向上させる必要がある。本研究の目的は最先端の計算科

学技術を駆使・発展させ、原子炉過酷事故メカニズムを解明し（理解の深化を図り）、万が一の事

故時における原子力発電所のより一層の安全性を確保することである。そのために、以下を実施す

る：

（１） 原子炉過酷事故解析プログラム（SA 解析コード）による炉心崩壊過程の感度解析により

福島の実機プラントデータとの整合性を評価し、炉心崩壊メカニズムの理解を深め、福島

各号機の炉内状況の把握に関わる不確かさを低減する。

（２） 伝熱・流動・相変化を機構論的にモデル化できる MPS 法（粒子法）により、そもそもの原

理・基本現象の理解に戻り、原子炉過酷事故メカニズムを解明し、SA 解析コードの高度

化に資する知見を得る。

（３） 炉心冷却機能喪失時の炉心崩壊までの裕度（grace time）を向上する事故耐性燃料

（Accident Tolerant Fuel: ATF）の候補概念を軽水炉燃料棒ふるまい解析により検討し、

実機導入に向けた課題を明らかにする。

２． 主な研究成果

原子炉過酷事故解析コード（MELCOR）を用いて得られた福島第一原子力発電所 1 号機（1F1）の

感度解析の結果を図 1 に示す。計算結果は、原子炉の減圧がサプレッションチェンバーを経由しな

いドライウェル（D/W）への蒸気（および水素等の非凝縮性ガス）の直接放出であった可能性や、

原子炉圧力容器（RPV）が核計装管などの破損により早期に破損していた可能性を示唆している。
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原子炉過酷事故時に格納容器床面等に放出される溶融炉心の広がり挙動（spreading）の解明は

事故進展の予測、安全評価、事故後の廃炉工程作成のために重要である。しかし、固液相変化を伴

う溶融物の自由界面進展の機構論的な予測は従来のオイラー法に基づく計算メッシュを用いた解

析では困難であった。ラグランジュ法に基づく MPS 法による spreading 解析結果の一例を図 2 に示

す。溶融物の流動先端の冷却に伴って形成されるクラストが流動を停止させる様子の再現に成功し

た。これにより、spreading の慣性支配領域、粘性支配領域、クラスト支配領域の多領域にわたる

spreading の機構論的な解析が可能になった。また、MPS 法の将来の抜本的な解析精度向上に向け

て、MPS 法の離散化手法を検討し、非圧縮単相流れに対して解析力学と非平衡熱力学に基づいた定式

化を行った。

事故耐性燃料の候補被覆管材料の中には中性子照射に伴ってスエリング（体積膨張）する材料が

含まれるが従来の燃料ふるまい解析コード FEMAXI-7 では被覆管の肉厚方向へのスエリングを考慮

することができなかった。本研究にでは FEMAXI-7 に新たに被覆管スエリングモデルを導入した。

スエリングモデルの有無が照射に伴う燃料棒の寸法変化におよぼす影響の評価結果例を図3に示す。

スエリングによってペレット-被覆管ギャップ閉塞が遅れる効果が示されている。
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５． 研究活動の課題と展望

福島第一原子力発電所の各号機の事故当時のプラントデータと整合するシナリオを解析により

一つでも導出することができれば現在の炉内状況の把握にとって重要な知見となる。但し、MELCOR

コード等の過酷事故解析コードの解析により導出されるシナリオが唯一のシナリオとは言えない。

計算結果と測定データが一致した／しなかったときに、どこまで物理現象に立ち戻って議論できる

かが重要な課題となる。その上で、現実的な計算コストで巨大な発電システムの事故進展を予測す

るために、どのようにモデルを簡素化できるかを異なる分野の専門家で認識共有して、協力して取

り組む必要がある。

流動に伴う自由界面の変化をラグランジュ法に基づいて離散化する MPS 法（粒子法）は自由界面

の機構論的な追跡に加え、流体の熱物性の正確な追跡と物性およびエンタルピーの変化に基づく固

液相変化モデルにより、伝熱・流動・相変化を機構論的にモデル化することが可能であり、上述の

物理現象に立ち戻った計算結果と測定データの相違の議論を可能にする。本研究の成果により、例

えば大規模シミュレーションにより、MPS 法を用いて実機の溶融物挙動の推定が可能になると考えられ

る。あるいは、より現実的な計算コストで実機の溶融物挙動を推定するために、既存の過酷事故解析コ

ードに用いられている近似モデルや経験式の妥当性を MPS 法による多数の計算機実験で確認することや、

修正案を提案することが可能になると考えられる。

福島事故のような原子炉過酷事故に対する耐性を従来よりも高めた事故耐性燃料の開発には、プロト

タイプ燃料の照射実験等に大きな費用と時間を要する。限られた開発資源と時間を有効活用するために、

燃料ふるまい解析によって今後重点的に得るべきデータや取り組むべき新規研究開発要素を明確にする

ことで、研究開発コストと時間の大幅な削減が期待されている。


